
 

 

 

 

令 和 ２ 年 度 

 

  監 査 等 基 本 計 画 書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

遠 野 市 監 査 委 員 
  



 

1 

 

令和２年３月18日  

  遠野市監査委員決定  

 

令和２年度遠野市監査等基本計画 

１ 基本方針 

令和２年度は、第２次遠野市総合計画の５年目を迎え、前期基本計画の仕上

げの年となる。前期基本計画に登載した事業の総点検と再構築を図ることとし

て、総額172億５千万円の「支え合い、新たな時代を拓く予算」が、令和２年

３月遠野市議会定例会で成立した。すなわち、昨年度に引き続き「人づくり・

地域づくり」、「子育て支援」、「健康づくり」の３つの重要施策を確実に実

行するとともに住みやすい新たな共生社会の実現を目指し、新規28事業を加え

た356事業で展開される。 

市民も、これまで以上に健全財政を堅持し公正・公平かつ効率的な市政運営

を望むと思われるうえ、令和２年度から「小さな拠点による地域づくり」の仕

組みが本格的に始まることにより、市民協働のパートナーとして行政運営への

関心が今まで以上に高まることが見込まれる。このことからも地方自治法（以

下「法」という。）に基づく独立した執行機関として、市民の負託に応え遠野

市が行う事務事業に関し公正不偏の立場から監査、検査及び審査（以下「監査

等」という。）を行う監査委員の責任は、ますます重要性を増していると認識

している。 

そこで、令和２年度については、令和２年４月１日施行の遠野市監査基準に

基づき、市民の視点に立ち公正かつ効果的な監査等を行うことはもとより、法

第２条第14項から第16項の規定の趣旨に則り、 

・住民の福祉増進に努めているか。 

・正確性及び合規性の観点はもとより、経済性、効率性及び有効性を追求

し、最小の経費で最大の効果を挙げるように努めているか。 

・常に組織及び運営の合理化並びに規模の適正化に努め、組織相互の調整が

図られているか。 

など、市の行財政運営及び事務の管理、執行等における不正・違法・事務の誤

りなどを指摘するにとどまらず、事務事業の改善に資することを重点項目とし

て監査等にあたるものとする。 

 

２ 監査等の種類  

（1）監 査 

ア 定期監査（法第199条第１項及び第４項の規定による監査） 

イ 財政援助団体等に関する監査（法第199条第７項の規定による監査） 

ウ 行政監査（法第199条第２項の規定による監査） 

…必要があると認めるとき。 

エ 随時監査（法第199条第１項及び第５項の規定による監査） 

…必要があると認めるとき。 
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（2）検 査  

ア 例月現金出納検査（法第235条の２第１項の規定による検査） 

（3）審 査 

ア 決算審査（法第233条第２項及び地方公営企業法第30条第２項の規定に

よる審査） 

イ 基金の運用状況審査（法第241条第５項の規定による審査） 

ウ 健全化判断比率等審査（地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３

条第１項、第22条第１項の規定による審査） 

 

３ 監査等の個別実施方針 

(1) 監 査 

ア 定期監査 

 ア）財 務 

    市が執行する財務に関する事務の執行（令和元年度に概ね50万円以上の

補助金等を交付した補助金等監査、有価証券等及び水道事業貯蔵品監査を

含む。）及び市が経営する事業の管理のほか、これらに関連する行政事務

を含め、合規性及び正確性を主眼とし、経済性、効率性及び有効性の視点

に留意して実施する。 

  イ）工 事 

    市が令和元年度に実施した工事（工事に伴う設計、監理等の業務委託を

含む。）について、設計、積算、契約、施工等の各段階において合規性及

び正確性並びに技術面から工事が適正に行われているかを主眼とし、経済

性、効率性及び有効性の視点に留意して実施する。 

 イ 財政援助団体等に関する監査 

  ア）財政援助団体 

    市が令和元年度に概ね1,000万円以上の補助金等を交付した団体の財政

的援助に係る出納その他の事務の執行について、財政的援助の目的に沿っ

て適正かつ効果的に使用されているかを主眼とし、併せて、所管部局の当

該団体に対する補助金等の交付事務に関する合規性、正確性等の視点に留

意して実施する。 

  イ）出資団体 

    市が出資している団体（出資比率が25％以上の法人）における事業運営

に係る出納その他の事務の執行について、出資の目的に沿った事業運営が

行われているか、会計経理等が適正に行われているか、経営成績及び財政

状況が良好かを主眼とし、併せて、所管部局の当該団体に対する指導監督

の有効性等の視点に留意して実施する。 
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ウ）指定管理者 

    市が公の施設の管理を行わせている団体における当該公の施設の管理に

関して、協定書に定める事項は正確に履行されているか、会計経理等が適

正に行われているか、施設利用者に対する安全対策に配慮されているかを

主眼として実施する。併せて、所管部局の当該団体に対する指導監督、指

定管理料の交付事務の合規性及び正確性並びに公の施設の管理に要する経

費が適正に算定されているか等の視点に留意して実施する。 

ウ 行政監査は、必要があると認めるとき実施する。 

エ 随時監査は、必要があると認めるとき実施する。 

（2）検 査 

会計管理者並びに水道事業及び下水道事業の管理者が管理する毎月の現

金出納について、出納状況報告書等の計数が公金出納総括日計表ほか出納

関係諸帳簿、残高証明書等の計数と一致しているか、現金保管事務は適正

に行われているかを主眼に検査する。 

 また、支出証拠書類等に関して、試査による方法で検査を行う。 

（3）審 査 

ア 一般会計、特別会計及び公営企業会計決算 

令和元年度の決算書その他関係諸表について、法令に則り作成されている

か、その計数は正確であるかを確認するとともに、予算執行、財産管理、

経営成績、財政状況等について審査する。 

イ 基金運用状況 

令和元年度の基金運用状況報告書について、計数は正確であるか確認す

るとともに、基金の運用がその設置目的に沿って適正かつ効率的に行われて

いるかについて審査する。 

ウ 健全化判断比率等 

令和元年度の健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質

公債費比率及び将来負担比率）及び資金不足比率の算定の基礎となる事項

を記載した書類について、法令に則り作成されているか、その計数が適正

に算定されているかについて審査する。 
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４ 監査等の報告及び意見の提出 

監査等の結果に関する報告等については次のとおりとし、遠野市公式ホーム

ページでも公開する。 

（1）監 査 

ア 提出及び公表 

監査を終了したときは、結果に関する報告書を議会及び市長等へ提出

し、公表する。 

なお、監査の結果に基づいて、必要があると認めるときは、結果に関す

る報告に添えて意見を提出する。 

イ 措置の公表 

監査の結果等に基づき、市長等から措置を講じた通知があったときは、

速やかに公表する。 

ウ 措置方針の確認 

必要に応じて、措置方針に基づいた事務事業等の改善を確認する。  

（2）検 査 

検査を終了したときは、結果に関する報告書を議会及び市長等へ提出す

る。 

（3）審 査 

審査を終了したときは審査意見書を市長に提出する。 
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５ 監査等の実施時期 

 監査等の実施時期は、次のとおりとする。 
（令和２年３月18日現在の計画） 
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 注）監査の種類及び実施時期については、変更することがある。 

 

６ その他 

 本計画に定める監査ほか、監査等の実施においては別途、実施計画を定めて

実施するものとする。 

 

 

定期監査（前期） 

 9/25-10/28 
定期監査（後期） 

  12/14-1/25 

有価証券等・水道事業貯蔵品監査 

 4/8-4/14 

工事監査 

4/20-5/15 

補助金等監査 

 5/11-6/5 

財政援助団体等監査 

6/22-7/3 

出資法人監査 

 7/13-7/31 

指定管理者監査 

 10/19-11/13 

公営企業決算審査 

  6/5-8/21 

一般会計等決算審査 

7/6-8/21 

基金運用状況審査 

7/6-7/10 

健全化判断化比率等審査 

   8/5 

現金出納検査は毎月実施（支出証拠書類等検査は試査により実施） 


